
岩手県告示第152号 

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規定に基づき、令和５年度において岩手県が発注する岩手県立

学校共同実習船建造工事の請負契約に係る競争入札のうち地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成７年政令第372号）の規定が適用される調達契約に係る一般競争入札（以下「特定調達契約に係る一般競争入札」という。）に

参加する者に必要な資格等を次のとおり定めた。 

  令和５年３月17日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

１ 特定役務の種類 岩手県立学校共同実習船建造工事 

２ 特定調達契約に係る一般競争入札に参加する者に必要な資格 

 (１) 平成25年４月１日から令和５年３月17日までの間に、国又は地方公共団体の漁業に関する調査、研究、観測又は実習を目

的とする鋼製船舶であって、総トン数が400トン以上のまぐろはえ縄漁船（以下「対象船舶」という。）を建造した実績を有

する者であること。 

 (２) 対象船舶を建造するために必要な船台等を現に有している者であること。 

 (３) 対象船舶を建造することができる技術的能力を有すると認められる者であること。 

３ 資格審査の申請の方法 

 (１) 申請に必要な書類 

  ア 一般競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。） 

  イ 添付書類 

   (ア) 船舶建造実績調書 

   (イ) 建造能力に関する調書 

   (ウ) 船舶建造主要技術者調書 

   (エ) 船舶の建造状況及び船台等使用計画 

(オ) 暴力団、暴力団員又はこれらの者と密接な関係を有する者に該当しない旨の誓約書 

   (カ) 法人にあっては申請書を提出する日（以下「申請日」という。）の属する年の前年及び前々年の決算期に作成した各

事業年度の財務諸表（貸借対照表、損益計算書及び利益処分に関する書類をいう。）、個人にあっては申請日の属する年

の前年の所得に係る確定申告書の写し 

   (キ) 登記事項証明書（個人にあっては、営業証明書） 

   (ク) 納税証明書（申請日の属する年の直前１年間に岩手県に納付した事業税の納税証明書（県内に事務所又は事業所を有

しない申請者にあっては、申請日の属する年の直前１年間における所得税又は法人税の納税証明書）をいう。） 

 (２) 申請書及び添付書類（以下「申請書類」という。）の作成に用いる言語等 

  ア (１)ア及びイ(ア)から(オ)までの申請書類は、日本語で作成すること。なお、その他の申請書類で外国語で記載されたも

のについては、日本語の訳文を付記し、又は添付すること。 

  イ 金額欄については、日本円の金額を記載すること。外国通貨を換算するときは、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第

95号）第16条に規定する外国貨幣換算率により本邦の通貨に換算した額を記載すること。 

 (３) 申請書類の提出場所及び問合せ先 郵便番号020-8570 岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県教育委員会事務局教育企画室 

施設整備管財担当 電話番号019-629-6156（郵送により申請書類の交付を希望する者は、Ａ４判用紙が入る返信用封筒（宛先 

を明記したもの）及び重量100ｇに見合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて申し込むこと。） 

 (４) 申請書類の提出方法 (３)の提出場所に、直接持参し、又は書留郵便により提出すること。 

 (５) 提出部数 １部 

 (６) 申請書類の提出期限 令和５年４月３日午後５時まで（郵送の場合は、同日午後５時までに到達したものに限り受け付け

る。） 



４ 資格の有効期間 資格を付与された日から令和７年３月31日まで 
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